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全国放射線治療施設の 2023 年定期構造調査報告（速報） 

2025/05/19 作成 

 

データベース委員会 

 

はじめに 

1990 年に第 1 回日本放射線腫瘍学会（JASTRO）全国放射線治療施設構造調査が実施さ

れ、1993 年以降は 2 年毎に学会事業として行ってきた（2009-2013 年は毎年調査）。構造

調査は、わが国における放射線治療実態の変化を正確に把握し、将来のあるべき姿を検討す

る、非常に重要なデータとなっている。 

今回、全国放射線治療施設を対象として、2023 年末の現状に対する定期構造調査を実施

した。前回の構造調査から入力システムを企業に外注し、迅速にデータを提出できるように

なっている 1）。最終報告は追加データを含めた全データで後日報告予定であるが、まずは速

報として報告する。 

前回から、①将来のスタッフの必要数を推定できるように、年齢分布、男女比等を明らか

とする、②疾患別新患数は、通常の放射線治療例と粒子線治療例、BNCT 治療症例で分け

て収集し、各治療モダリティでの疾患割合を明らかとする、③将来大きな発展が見込まれる

RI 内用療法に関する調査項目を充実させる、などの工夫を行っており、今後の本邦の放射

線治療の実態を知る上で重要な基礎データとなると考えている。 

 

調査対象 

人員、設備等は 2023 年 12 月末の時点について、症例数等については 2023 年 1 月から

12 月までの 1 年間について調査し、登録は原則として Web への入力にて行った。 

登録期間は 2024 年 9 月 30 日～11 月 30 日としたが、未登録施設には別途あらためて依

頼し、2025 年 3 月末の時点で、依頼した 813 施設のうち、671 施設（82.1%）から回答を

得た（未回答 142 施設）。本解析は、放射線治療が休止中などの 11 施設を除いた 660 施

設（81.2％）で解析を行った。 

 

結果 

施設規模分類 

前回同様、A：99 人以下、 B：100～199 人、C：200～399 人、D：400～599 人、 E：

600 人以上として分類した。 
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病床数 

放射線治療部門の病床数は、2 年前の前回調査では施設平均 1.6 床であったが、今回は 1.2

床であり、さらに低下していることがわかった。 

 

＊混合病棟等の場合は使用平均数。RI 内用療法専用病床（放射線治療病室、特別措置病室）等

も含む。 

 

RI 内用療法関連病床数および担当診療科 

表 2 は、RI 内用療法関連病床数を示している。RI 内用療法の放射線治療病室に関しては、

前回の調査とほとんど変化はなかったが、特別措置病室を持つ施設は前回の 23 施設から今

回は 41 施設と急増していた。 

 

＊RI 内用療法専用の放射線治療病室：一時的な病床は除く 

＊RI 内用療法専用の特別措置病室：シード治療用は除く 

 

 

 表 3 は、RI 内用療法専用の病床を担当している主な診療科/診療部門を示している。病床

の管理については、前回同様、放射線治療部門は約 1/3 を担当していることが分かる。 
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年間患者数およびスタッフ数 

 表 4（次ページ）に示すように、年間患者実人数は、231,741 人であった。82.1%からの

回答であったことを考えると、推定の放射線治療実人数は約 28-29 万人程度と推測される

（詳細は、最終報告を参照されたい）。常勤治療専門医 1 名当たり、212.8 名の患者を担当

しており、前回よりわずかに低下している。 

 

 図 1 に、常勤の放射線治療専門医および医学物理士の年齢分布を示す。放射線治療専門

医はゆっくりではあるが若い層が増えており、女性の比率も上昇している。一方、医学物理

士に関しては、45 歳未満の若い年齢に偏っており、女性が少ないことが分かる。 

 

 

 

＊医学物理士の年齢分布は、資格所持者すべて（835 名）にて解析。 
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小線源療法 

 子宮頸癌に対するハイブリッド照射を実施している施設は前回の 51 施設から 67 施設と

増加していた。 
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RI 内用療法 

 表 6 より、前回同様、RI 内用療法を実施している施設のうち、50％以上の施設で放射線

治療部門が関与していることがわかる。表 3 で示された、RI 内用療法専用の病床を担当し

ている主な診療科/診療部門では、放射線治療部門は約 1/3 程度しか病床を担当していなか

ったが、投与等には、より多くの放射線治療部門が係わっていることがわかる。 

 

 表 7 に、各 RI 核種で治療を行った実人数を示す。（これは放射線治療部門で実施した患

者のみ（他部門を除く）を対象としていることに留意されたい。）前回と比較し、ルタテラ

実施施設が 4 施設から 35 施設と増加し、ルタテラで治療された症例数も前回の 20 例から

378 例と急増していた。 

 

 

特殊な放射線治療 

 前回と比較すると、全身照射はやや増加傾向にあった。定位放射線治療（体幹部）、IMRT

は前回と同様に、増加傾向にあった。 
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遠隔治療計画支援 

 遠隔治療計画支援については、保険点数は算定されているものの、普及はまだ十分ではな

く、前回とほとんど変化はなかった。 

 

 

キャンサーボードもしくはそれに準ずる症例検討会の実施 

 キャンサーボードもしくはそれに準ずる症例検討会の実施については、前回同様で、施設

規模 A、B の施設ではまだ不十分であることが示された。 
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放射線治療部門の装置類 

 放射線治療部門の周辺装置類、治療装置類を表 11，12 に示す。X 線シミュレータは減少

傾向になり、放射線治療専用 CT は増加傾向にあった。 

 

 

治療装置では、前回と比べ、MLC 幅が 1cm 以上のリニアックの台数が減少し、CT 機能を

持つ治療装置が増加していた。SGRT については、前回の 79 台から 137 台と増加してい

た。RALS での CT 同室設置が 41 台から 54 台と増加していた。 
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原発巣別新規患者数 

 原発巣別新規患者数を表 13 に示す。前回より、一般的な放射線治療で治療された症例と

陽子線治療、炭素線治療、BNCT での治療症例については区別して集計している。いずれ

も症例数は前回よりも増加傾向にあった。 
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図 2 は、モダリティ別の原発巣別新規患者割合を示す。前回同様、陽子線、炭素線ではかな

り前立腺癌に偏って治療されていることがわかる。陽子線、炭素線とも前回より肝胆膵の比

率が増加していた。 

 

 

 

まとめ 

2025 年 3 月末までに回答をいただいたデータを用いて、まず 2023 年定期構造調査報告

の速報として報告した。未提出のご施設にもさらにデータ提出をお願いする予定であり、後

日最終版として報告する予定である。 
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（文責：中村） 
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